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◇今まさに待ったなしでの住宅政策の
≧大転換≒が行われようとしている／

◇18年度からは新しい制度的枠組み

（住宅基本法）の中で住宅政策は進め

られることになる／／

政策・企画委員長　鈴木　由城

口住宅政策は「量」から「質」の時代へ

昨年12月、国土交通省から「住宅政

策改革要綱」が公表された。11月に自

民党の政務調査会・住宅土地調査会が

取りまとめた「住宅政策の抜本改革に

向けた緊急提言」を受けて発表された

ものだが、「住宅政策の集中改革の道

筋」と題されたこの要綱の主旨（概要

は別表－Ⅰ参照）はこれまで40年に渡

って行われてきた住宅の「新築・建替」

を中心とする「量」の住宅政策（住宅

建設計画法及びそれに基づく住宅建設

5箇年計画［第8期は平成17年度で終

了］）を止め、平成18年度からはこれ

に代えて改めて新しい「コンセプト」

（考え方）に基づいた住宅政策を定め、

これに基づく．住宅行政を進めてゆくと

して、そのための「骨格」となる「住

宅基本法」（仮）の制定を目指すとし

ている。そして、その「スパン」は急

速で、本年の夏までに方向性を決定し、

平成18年の通常国会での「住宅基本法」

・成立を目指している。

この要綱で示された2つの「課題」

（（丑公庫、公団、公営住宅の改革と②

中古住宅流通・住宅リフォーム推進）

は、すでに現在の「第8期住宅建設5

箇年計画」の中にも織り込まれている

が、更にそれが「主要課題」として位

置付けられて、住宅行政推進の「要」

とされることが明示されているが、そ

の内容は、まさに市場競争を重視した

住宅の質の向上策の推進であり、新た

な「循環型住宅市場」の形成を図ろう

とするものである。

回求められる「工務

店」の意識改革

経済社会の構造改革が進むなかで、

重要な社会基盤を形成すると位置付け

される「住宅」の大量供給が目的の

「数の時代」を終えんさせ、それに代

わり住宅ストックの「質を高め」、こ

れを社会全体で有効に活用してゆくこ

とが時代の要請となっている！…と、

この要綱で決定付けられた以上、我々

「工務店」もいつまでも「蚊帳」の外

を決め込んでいられない情勢を向かえ

るものと受け止めるべきだと考える。

従って「工務店」も、こうした経済

社会の環境変化の影響を意識し、自ら

も進んでそうした事態に対する「対応

力」を身に付けることが必要となって

くるのである。

最近の国民意識はバブル期とは異な

り、「使い捨て」から「価値評価・有

用性」へと移行しつつある。住宅につ

いても「壊して造り替える」という意

識は低下しつつあるとされ、それに伴

い消費者の住宅に対するトレンド（意

識傾向）も変化しつつある。経済社会

の縮小から国民の住宅の新規取得が難

しくなっていることも確かではある

が、「工務店」の今までの「やり方」

や家の「遣り方」が通用しなくなって

きたことも確かである。

リフォーム工事も含め、これまでの

自分の顧客（OB客）を他社に奪われ

たという経験は、最近多くなっている

と思う。この原因は時代の変化をとら

えられず、同じ「やり方」で同じ様な

「住宅」を提供してきたことにもある。

スタンス（姿勢）を変えず「仕事を持

ってくる客」を待っていたのでは、集

客力を誇る「大手」には及ばないし、

「見た目」で勝負する「建売業者」の

営業力に勝つことも出来ない。

バブル期以降、土地の取得を目的と

した住宅取得行動は終えんし、それと

共に「工務店」のこれまでの地縁・血

縁を基本とした地元地域での「受注シ

ステム」も崩壊されたと考えるならば、

それへの対応を怠った「工務店」の現

状は当然のことであると言えるのでは

ないだろうか。

圧「受け身」から「攻め」へのターニングポイントの時

一方、小規模な、「工務店」でも発

想を転換すれば、まだまだチャンスは

あると考える。「ピンチは絶好のチャ

ンス」でもある。常に身近なお客と接

する「工務店」は客の変化に敏感であ

る程である。ただし、「足元は見えて

も全体が見えない」のである。言い換

えれば「問題は何か」は解っても「何

故こうなるのか」が理解できないのが

欠点でもある。従って身近な変化は感

じても、日々の問題に追われその原因

を「類推」することが出来ないために、

それを表現（営業）に転化する手段

（営業戦略）を兄い出せないでいるの

が現状ではないだろうか。

昨年、首都圏では圧倒的なコスト競

争力で、いわゆる「パワービルダー」

の－「建売住宅」が売れ、新築着工の

40％を占めた。これは、現在の「低金

利」を背景に30代の「団塊ジュニア」

世代が住宅取得に動いたからだと言わ

れているが、この要因の一つに「住宅

性能表示制度」を全てに採用するなど、

これまでの「建売住宅」のイメージを

一新するレベルアップを図った「営業

戦略」とコストパフォーマンスが功を

奏したという見方がされている。これ

により地場「工務店」の需要も減少し

たが、「ハウスメーカー」の需要も減

少した。このように時代の変化を予測

し、先取りした「知恵」が「ビジネス

チャンス」を演出するのである。しか
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